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指名委員会等設置会社への移行およびサステナビリティ諮問会議の設置に関するお知らせ 

 

当社は、２０２０年１１月２６日開催の取締役会において、２０２１年６月に開催予定の当社第１４３回

定時株主総会にて承認されることを条件として「指名委員会等設置会社」に移行する決議をしました。ま

た、これに先立ち同年４月１日付で取締役会の下部機構としてサステナビリティ諮問会議を設置することも

決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．指名委員会等設置会社への移行 

（１）移行の背景・目的 

１）持続的な企業価値向上によるステークホルダーの信頼の獲得 

ＡＳＶ(※)経営の進化を加速させ、「ステークホルダーの意見を反映させる適切な執行の監督」と

「機動的な意思決定と実行」を両立させる、より実効的なコーポレート・ガバナンス体制の構築を図

ります。 

また、社外取締役が過半数を占める取締役会が、企業価値を大きく左右する経営の重要事項を議

論・検討し、大きな方向性を示すとともに、取締役会により大幅に権限委譲されたＣＥＯが中心とな

って迅速な執行を担い、「食と健康の課題解決企業」を実現し、持続的に企業価値を向上させること

で、ステークホルダーの期待に応えます。 

 

※ 味の素グループは、「私たちは地球的な視野にたち、“食”と“健康”、そして、明日のよりよい

生活に貢献します」というミッションの実現に向けて、事業を通じた社会課題の解決に取り組み、

社会・地域と共有する価値を創造することで経済価値を向上していく戦略的な取り組みをＡＳＶ

（Ajinomoto Group Shared Value）として推進しています。 

 

２）客観性・透明性・実効性高い機関設計変更の実現 

取締役会は、社外取締役を中心として多様な取締役で構成されることで、活発な議論を行うととも

に、指名委員会によるＣＥＯの選解任や取締役候補者の選定プロセスの明確化、社外取締役のみで構

成される報酬委員会による客観的な役員報酬決定の実現、監査委員会による内部監査部門と連携した



実効性高い監査の実施などにより、モニタリングレベルの高い「監督」を行います。 

また、執行は、ＣＥＯを中核にしたワンチーム運営等により、取締役会から示された大きな方向性

に基づく、迅速な執行を担い、２０３０年に目指す姿を実現するための変革をリードすると同時に、

取締役会に対し、経営の重要事項に関する主体的な提言を行い、適切な内部統制を実施します。 

 

（２）経営監督機能の実効性 

取締役会による経営監督機能の実効性をさらに高めるため、取締役会の過半数は社外取締役で構成

した上で、取締役会議長を社外取締役にする予定です。 

また、過半数の社外取締役で構成される指名委員会、報酬委員会および監査委員会の各委員長も社

外取締役にする予定です。 

 

（３）移行の時期 

２０２１年６月開催予定の当社第１４３回定時株主総会において必要な定款変更等について承認をい

ただき、指名委員会等設置会社へ移行する予定です。 

 

２．サステナビリティ諮問会議の設置 

（１）設置の背景・目的 

２０２１年６月の指名委員会等設置会社への移行を踏まえて、当社の取締役会は、味の素グループが

サステナビリティの観点で常に企業価値向上を追求するための重要な経営方針を定める体制を強化しま

す。そのために、取締役会に対しマルチステークホルダーの視点でサステナビリティとESGに係る当社の

在り方を提言する体制を新たに構築します。 

 

（２）構成 

１）議長 

サステナビリティ諮問会議の議長としてスコット・トレバー・デイヴィス（Scott Trevor Davis）

を選定予定です。 

※ 立教大学経営学部国際経営学科教授、ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社社外取締役、 

および株式会社ブリヂストン社外取締役 

２）他の構成員： 

社外有識者（議長含む）、社外取締役、および社長を含む社内メンバーを加えて構成する予定で

す。また、社外有識者は、アカデミア、新興国視点、ミレニアル・Z世代視点、ESGインパクト投資家

など、外部ステークホルダーから各分野を代表する方々を選定する予定です。 

 

（３）役割 

長期的なサステナビリティの視点にたったマテリアリティの提言およびマテリアリティに紐づく環境

変化（リスク・機会）への対応方針の検討を予定しています。 

 

（４）設置の時期 

２０２１年４月１日 

 

以 上 


